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年金広報のあり方に関する取組

2019年から、厚生労働省年金局長が招集した有識者等から構成する「年金広報検討会」において、以下の論点について検討を行い、年金広

報を実施。

（１）年金広報・教育に関する各種事業

（２）平均寿命の伸長化や働き方の多様化等を踏まえた今後の年金広報のあり方

主な検討課題

○「人生100年時代」において、人々は教育・仕事・引退等、マルチステージの人生を送るようになる。また、老後期間の長期化等に備え、引
退後の所得について公的年金と企業年金、個人年金等を適切に組み合わせていく必要がある。さらに、公的年金に対する国民の信頼感
の向上を図るとともに、情報の受け手である国民の目線に立った分かりやすい年金広報の実施が求められている。

○個別の年金広報事業のほか、現状や課題を踏まえた今後の年金広報のあり方の検討に関して技術的な助言を得るため、公的私的年金の
専門家、DX、マーケティング、PR、デザイン、リスクコミュニケーションの有識者等からなる本検討会を開催する。

構成員 これまでの議論（全 1 8回）

○ 上田憲一郎 帝京大学経済学部経営学科 教授

太田英利 株式会社データ・ワン 代表取締役社長

佐久間智之 株式会社PRDESIGN JAPAN 代表取締役社長

殿村美樹 株式会社ＴＭオフィス 代表取締役

富永朋信 株式会社 Preferred Networks 執行役員

原佳奈子 株式会社ＴＩＭコンサルティング 取締役

森下郁恵 株式会社宣伝会議 『ブレーン』編集長

山口真一
国際大学グローバル・コミュニケーション・センター

准教授

横尾良笑 実利用者研究機構 理事長

１．年金広報計画

（年金局、日本年金機構、国基連、企年連、GPIF）

２．年金広報コンテスト、学生との対話集会

３．年金ポータル

４．年金の「見える化」Web

５．年金生活者支援給付金

６．被用者保険適用拡大

７．一緒に検証！財政検証

８．年金マンガ、年金クイズ動画
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年金広報検討会の設置



年金広報の方向性

年金広報をめぐる環境変化を踏まえつつ、一人ひとりの選択を支援し、適切な行動を促す役割を

果たすためには、今後、年金広報の改善に取り組んでいく必要がある

令和４年３月11日開催
第15回年金広報検討会

資料１－１

・ 適切な選択に資するような、わかりやすい広報を追求

・ 新しい手法の活用等により、一人ひとりの多様な状況（世代や職業など）にきめ細かく対応した情報提供

等を実施し、さらに行動を支援

・ 公的年金・私的年金やその他の資産形成手段について、幅広く情報を提供し、自分に相応しいものを選択

できるようにする

・ 行政内部だけでなく金融機関なども含めて、連携体制の構築を図る

• 広報が適切な選択・行動につながったかを把握し、ＰＤＣＡによって絶え間なく手法等を改善

１．技術革新への対応、きめ細かさ・わかりやすさの改善等

２．公的年金と私的年金を合わせた総合性の強化

４．効果把握・ＰＤＣＡサイクルの強化

・ 一人ひとりのニーズを正確に把握した適切な行動につなげる

3

３．エビデンスに基づいた広報のあり方



年金広報に関する年金部会における「議論の整理」（令和元年12月）
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•働き方の多様化、高齢期の長期化が進む中、老後の所得保障や退職後の生活設計の情報に対するニーズは高まっている。年金制度について
は、広報媒体の多様化や世代の特性も踏まえつつ、様々な媒体を適切に用いた周知を行いながら、正しい情報を正確に伝え、関係者の理解を
得ていくことが重要である。

•年金に関して様々なウェブサイトがあることで、かえって知りたい情報にアクセスすることが難しいとの指摘もあったことから、2019（平成
31）年４月、厚生労働省ホームページ上に、ライフイベントごとに必要な年金情報が整理されたサイトである「年金ポータル」が開設されたとこ
ろであり、引き続き広報の充実・強化に取り組むとともに、戦略的な広報展開を検討すべきである。

年金広報のあり方

•個別の制度の仕組みや個々人の状況の情報提供にとどまらず、誰もが人生を歩んでいく上で避けることのできないリスク（年金制度の場合は
稼得能力の喪失）に対して、社会全体で連帯して備える社会保障制度という大きな枠組みの中で、貯蓄ではなく保険の考え方を基本に構築さ
れている年金制度の意義や位置付けを理解してもらうことも重要であり、子どもの頃から生涯を通じた年金教育の取組を進める必要がある。

生涯を通じた年金教育

•短時間労働者に対する適用拡大を進めるに当たっては、被用者保険加入によるメリットへの理解を十分に広めながら取り組むことが望まれる。
•企業が従業員への説明に使えるよう、または労働者本人が自ら被用者保険加入のメリットを実感することができるとともに、自らの適用状況
が適切であるかを確認できるよう、非専門家でも理解しやすい説明ツールを整備することも必要である。

被用者保険の適用拡大

年金の見える化

•高齢期の生活は多様であり、それぞれの方が望ましいと考える生活水準や、働き方の希望、収入・資産の状況なども様々である。公的年金制
度に関する関心内容として「自分が受け取れる年金はどのくらいか」が最も高くなっており、制度自体の広報・周知に加えて、個々人の老後の
公的年金の支給額等がいくらとなるか若い頃から見通せるようにすることが、老後生活や年金に対する不安を軽減するためにも重要である。
次期制度改正で、高齢者が自身の就業状況等に合わせて年金の受給開始時期の選択肢を60～75歳までに拡大することも踏まえれば、その
必要性は一層高まる。こうした観点から、これまでも「ねんきんネット」による年金見込額試算の充実などが取り組まれているが、さらに、公的
年金、私的年金を通じて、個々人の現在の状況と将来の見通しを全体として「見える化」し、老後の生活設計をより具体的にイメージできるよ
うにするための仕組みを検討すべきである。



年金広報に関する企業年金個人年金部会の「議論の整理」 （令和元年12月）
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•制度の見直しのほか、制度の普及に向けた広報・教育の充実も重要である。今回の制度の見直しに当たっても、分かりやすい広報・周知に努
めるべきである。なお、制度の実施時期については、周知期間やシステム改修等に必要となる期間を十分に考慮し、施行に向けて万全を期す
べきである。

私的年金広報のあり方

年金の見える化

•このほか、個々人の実態に応じて将来設計を考える上では、公的年金、退職金や企業年金、iDeCoやNISAなどの資産形成手段などについ
て、個々人の現在の状況と将来の見通しを全体として「見える化」していくことも重要である。自分自身の状況が全体として「見える化」され
ることで、自らの望む生活水準に必要となる資産や収入が足りないと思われるのであれば、個々人の状況に応じて、就労、支出の見直し、資
産形成・運用などに取り組むことが可能となる。



令和元年の「社会保障審議会年金部会における議論の整理」を踏まえた
年金広報に関する令和５年度の取組

生涯を通じた年金教育 被用者保険の適用拡大

新たな学習教材の開発２

１ 若年世代向け参加型広報

■「学生との年金対話集会」

＜第５回年金動画・ポスターコンテスト大臣賞受賞作品＞

被用者保険の適用拡大について、引き続き、インターネットによる情報発信や「専門
家活用支援事業」などを実施してました。また、令和６年10月施行の適用拡大に向けて、
新たに特設サイト、ガイドブック、チラシ、動画などの広報コンテンツを制作しました。

①令和２年改正年金法を分かりやすく周知すること、②働き方・暮らし方の変化に伴う
年金額の変化を「見える化」することを目的として、令和４年４月からねんきん定期便に
付される二次元コードも活用できる「公的年金シミュレーター」を公開しました。令和６
年４月１日時点で約624万件試算されています。

令和６年１月に、在職定時改定の試算機能を追加しました。これに伴って画面表示を工
夫する（年金額の試算結果グラフ・年金見込み受給額の表示を開閉可能とする）ことで
ユーザビリティの向上を行いました。

＜手引き・チラシ＞＜特設サイト＞

＜財政検証ＨＰ＞

グラフィック・ポスター部門
(小・中学生の部／一般の部）

ショート動画部門 表彰式

学生と厚生労働省（年金局）職員が年金を
テーマに語り合うことを通じて、みなさまの
ご意見を年金広報活動の改善につなげています。

次代を担う若い世代と一緒に年金について考えることを目的に
「年金動画・ポスターコンテスト」を開催しました。※令和５年度より名称変更

＜学習教材＞

■「年金動画・ポスターコンテスト」

小学生向け 中高生向け 大学生以上向け

＜学習マンガ＞ ＜クイズ動画＞

■「こども霞ヶ関見学デー」
毎年夏休みに、こども達に向けて、年

金について楽しく学んでいただくプログ
ラムを開催しました。

令和５年度は、伊
沢拓司さんを講師
に迎え、対面・オ
ンライン会わせ約
140名のお子様、保
護者に参加いただ
きました。

年金の見える化
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＜学習教材＞

New!

＜ショート動画＞

New!

New! New! New! New!

New!



• 令和６年度 年金広報の方針



令和６年度 年金広報の方針
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質の向上

利活用の推進

利用状況やユーザーのニーズを踏まえ、既存の広報コンテンツについて、
内容を改善するとともに、新たな広報コンテンツを提供する。

これまで制作した広報コンテンツについて、関係者の利活用を推進するためのパブ
リックリレーションを積極的に実施する。

中期的視点による見直し

令和５年の「生活設計と年金に関する世論調査」の結果や次期年金制度改正に向けた
議論の状況等を踏まえ、中期的な視点から、年金広報の取組を見直し、令和７年度以
降の取組方針を検討する。

平成31年度から令和５年度までの年金広報の活動において、特設サイト、動画、シミュレーター等のコンテンツの整備が進み、多くの

方に利用されている。令和６年度は、令和５年の世論調査の結果を踏まえ、新たな広報コンテンツの提供に加え、これまで制作した広

報コンテンツの利活用を促すためのパブリックリレーション活動を強化する。



令和６年度の年金広報の取組
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小中学校 高校 大学

10代 20代
～30代

中高生向け
年金教育の
推進

大学生向け対話集会

・学生の問題意識を事前に把握し、
テーマにするなどしつつ、対話集会
を活用した意見交換を継続する。

・年金制度改正に関するテーマ
に基づいた意見交換を実施する。

こども霞ヶ関
見学デー

・引き続き、効果的なイ
ベントの実施を検討す
る。

・若年層の視聴者数が多いYouTubeチャンネルQuizKnockにおいて、ライフスタイルと公的年金・私的年金の将来受取額の違いを解説する
動画を公開したところであり、これを利活用する。
・社会保険適用拡大に関するショート動画等を新たに公開する。

・ 令和５年１１月の世論調査を踏まえ、中高生向け年金教育
教材をリリースし、教育現場での利活用を促す。

・併せて、こうした年金教育教材も活用しながら、中高生向
け対話集会の開催にも取り組む。

社会人

学研マンガ
「年金のひみつ」

・対話集会の機会等
を活用しつつ、引き続
き、利用を促す。

40代～

被用者保険適用拡大
・各企業の好事例を踏まえた新たな適用拡大広報コンテンツに
ついて関係省庁・団体と連携しながら積極的な広報を実施する。

動画を活用した
周知広報

公的年金
シミュレーター

・認知度とアクセス数の向上のための周知広報を行う。

・新たな試算機能等の追加について検討する。



2021年4月1日

・生涯を通じた年金教育



大学生向け年金対話集会について（概要）
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■ 趣旨

学生と厚生労働省（年金局）職員が年金をテーマに語り合うことを通じて、学生が年金について考えるきっかけにする

とともに、学生からの意見や指摘を今後の年金行政に活かす。

■ 概要（一例）

・ 全国各地の大学などで開催（対面／オンライン開催）

・ 年金局職員が年金制度の説明を行った後、座談会形式で年金をテーマに学生と職員が意見交換

第1部（45分程度）： 年金局職員から年金制度に関する説明
第2部（４５分程度）： 数人のグループに分かれ、大学生と年金局職員が座談会方式で意見交換

第１部 導入講義 第２部 意見交換

■ 講義コンセプト： 「わたしの年金、みんなの年金」
【社会保障制度の枠組みにおける公的年金の意義】
・年金教育では、誰もが人生を歩んでいく上で避けることのできないリ
スクに対して、社会全体で連帯して備える保険の考え方を基本に構築
されている年金制度の意義や位置付けを理解できる講義を提供。

【個々人にフォーカスした公的年金制度の意義】
・ 働き方の多様化、高齢期の長期化が進む中、老後の所得保障や退職
後の生活設計の情報に対する個々人の備えに関する講義も提供

■ 意見交換コンセプト：
将来の年金制度を担う若手職員と学生の対話による相互理解の促進
・学生の皆様からの年金制度に対する素朴な疑問や将来に対する不安に
ついて、年金局において年金制度を実際に企画立案、事業運営を担う若
手職員の視点からお答えし、若い世代間での相互理解を促進する

【学生の皆様からのよくある質問の例】
・年金の積立金は枯渇しないの？枯渇したらどうなるの？
・賦課方式を採用した理由、積立方式との違いは何か？
・ｉＤｅＣｏを利用する際のメリット、注意点はどのようなものか？

＜年金対話集会 導入講義＞ ＜年金対話集会 意見交換＞

第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋



大学生向け年金対話集会について（講義資料）
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年金対話集会では、学生の年金制度に対する理解が進むよう、年金制度や各種データを視覚的に理解できるようインフォグラフィク

スを活用したわかりやすい資料を用いて、講義を行っている。

・よくある「小さい文字で読みにくい」という行政の資料
のイメージからはかけ離れたプレゼン資料で講義を行っ
ていただき、非常に驚きました。

・資料も説明も分かりやすく年金制度について正しい知
識を学ぶことができました。

・スライドも分かりやすかったし、説明も聞き取りやす
かった。マクロ経済スライドなどのやや専門的な話も初
耳ながら理解できた。

・スライドの資料が非常にわかりやすく、またよく質問さ
れる事項（年金は本当に必要なのか、等）については私
も疑問に思っていたところであったのですが、厚生労働
省の方々のお話に説得力があり、非常に納得できました。

・年金についてスライドで分かりやすく説明してくださっ
て厚生労働省は自分が考えてる以上に幅広い分野に携
わっていることに驚いた。

アンケート結果抜粋インフォグラフィクスを活用した年金対話集会講義資料

第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋



「学生との年金対話集会」開催実績

■ 開催実績 令和元年度：大学６校、令和２年度：大学９校、令和３年度：大学24校、中学・高校４校、令和４年度：大学23校、中学・高校2校、令和5年度：大学36校

令和５年度は約1,200名の学生が参加。

令和元年度

令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度

愛知県立大学
北海道大学公共政策大学院
東北公益文科大学
県立広島大学
帝京大学
大妻女子大学短期大学部

東北大学
帝京大学
熊本大学
福岡大学
愛知県立大学
高崎経済大学
東北公益文科大学
成城大学
横浜国立大学

名古屋大学
一橋大学
お茶の水女子大学
上智大学
北海道大学
東海大学
熊本大学
帝京高等学校
帝京大学
市川市立第二中学校
愛知県立大学
愛知学院大学
立教大学
市川市立塩浜学園後期課程（中学校）

成城大学
盛岡大学
角川ドワンゴ学園
（N高等学校、S高等学校、N中等部）

東北大学
広島県立大学
京都産業大学
早稲田大学
大妻女子大学短期大学部
亜細亜大学
福岡大学
東北公益文科大学
東京大学
埼玉大学
立教大学

関西大学
盛岡大学
東京都立東久留米総合高等学校
一橋大学
お茶の水女子大学
東海大学
北海道大学
北海道大学公共政策大学院
名古屋大学
熊本大学
日本女子大学
帝京大学
角川ドワンゴ学園
（N高等学校、S高等学校、N中等部）

上智大学
東京経済大学
東北大学
亜細亜大学
成城大学
東北公益文科大学
大妻女子大学短期大学部
東北学院大学
東京大学
横浜国立大学
福岡大学
北海道大学公共政策大学院

北海道大学
武蔵大学
立教大学
関西学院大学
一橋大学
東海大学
盛岡大学
名古屋大学
お茶の水女子大学
熊本大学
九州大学
相模女子大学
日本女子大学
北海道大学公共政策大学院
北海道教育大学
お茶の水女子大学
帝京大学
名古屋市立大学
南山大学
東北学院大学
早稲田大学
東京大学
東北大学
亜細亜大学
北星学園大学
北海道大学
大妻女子大学短期大学部
慶応義塾大学
神奈川大学
福岡大学
東北公益文科大学
成城大学
東北福祉大学
上智大学
近畿大学
埼玉大学

※開催日程順。年度内に複数回開催した場合は大学名を重複記載。

第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋
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大学生向け年金対話集会について（アンケート結果）

【理解度】【満足度】

■ 年金対話集会の出席者の満足度及び理解度（令和５年度アンケート結果）

14

（不満）←1-2-3-4-5→（満足） （不十分）←1-2-3-4-5→（十分）

満足度５ 301

満足度４ 183

満足度３ 42

満足度２ 1

満足度１ 1

理解度５ 188

理解度４ 258

理解度３ 71

理解度２ 7

理解度１ 1

満足度５

57%

満足度４

35%

満足度３

8%

満足度２

0%

満足度１

0%

理解度５

36%

理解度４

49%

理解度３

14%

理解度２

1%
理解度１

0%

第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋



中高生向け年金教育の推進（教育教材の内容）

15

令和５年度にQuizKnockと全面タイアップして中高生向けの教育教材を制作。令和６年度から全国の中学校、高等学校の授業において利

活用できるよう、厚生労働省ホームページで公開する予定。

新たな年金教育教材について（ワークシート ）

働き方・暮らし方の変化に伴う将来の受取り年金額をシミュレーションしながら、
年金制度に関する基礎的な内容をわかりやすく解説することを目的としたワーク
シートを中学校や高校に提供予定。

新たな年金教育教材について（年金教育特設サイト ）

全国の中学校や高校の教育現場で活用できるようにするため、厚生
労働省ホームページの特設サイトとして、年金教育特設サイトを新たに
公開する予定。ワークシートをはじめとする各種年金教育教材のダウン
ロードや各教材の内容と関連したQuizKnockによる解説動画など、ICT
教育とも関連付けて活用できるようにする。



中高生向け年金教育教材の特徴①（教材のコンセプト）
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中高生向け年金教育教材の特徴②（年金教育動画の利活用）

17



中高生向け年金教育教材の特徴③（年金教育教材の利用方法）

18
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こども・若者からの意見聴取に関する令和６年度の取組について

⇒令和元年度から取組を行っている年金対話集会を活用した意見交換を継続実施。

さらに、令和６年度は年金制度改正と関連した意見聴取を行う。

•年金制度改正と関連したテーマや内容を含む講義資料を追加し、学生との意見交換を実施（拡充）

•年金制度に対する提案や要望などを募集するアンケート項目を追加（新規）

※大学側と事前調整の上、年金部会委員や企業年金・個人年金部会委員の年金対話集会への参加も検討する。

１. 大学生向け年金対話集会の機能強化

⇒より幅広い年齢層から意見を聴くため、中高生向けの年金対話集会を実施。

•中高生が興味を持ち、楽しく学ぶことができる新たな年金教育教材を活用（新規）

•講義の後に意見交換を実施し、中高生の年金制度に対する意見を聴取（新規）

２. 新たな年金教育教材を活用した中高生向け年金対話集会の実施

●学生の問題意識や関心がある論点を事前に把握してテーマを設定（拡充）

第13回社会保障審議会年金部会
（2024年3月13日開催）資料4抜粋



小中学生向け「学研まんがひみつ文庫特別編 年金のひみつ」について

20

こども達が、公的年金制度を楽しく学ぶための年金教育教材を制作し、電子書籍として厚生労働省ホームページから閲覧できるよう

にするとともに、全国の小中学校及び公立図書館に配本している。

配信日：２０２２年７月
配本数：小学校 19,569校

中学校 10,312校
特別支援学級 1,166校
公立図書館 3,297カ所

【ストーリー】
みんなは「年金」って、どんなものか知って
いる？小学5年生のショウタたちは、職場見
学をきっかけに「年金」のことを、知ること
になったよ。さまざまな人との出会いで、
ショウタたちは「年金」が社会を支える大事
な仕組みだと気づいたんだ。みんなも、ショ
ウタたちといっしょに「年金」にふれてみよ
う！

概要



小中学生向け こども霞ヶ関見学デーへの活動参加について
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■ 概要

日時：8月2日（水）10:30～12:00

ゲスト：伊沢拓司氏（QuizKnock）

対象：3歳以上の未就学児、小学生、中学生、および保護者

参加数:対面・保護者を含めて約100名、オンライン・約40名

令和４年度の取り組み

「こども霞が関見学デー」は、霞が関に所在する文部科学省をはじめ、各府省庁等が連携し、所管の業務説明や関連業務の展示等を

行うことにより、夏休み期間中に子供たちに広く社会を知ってもらうこと、政府の施策に対する理解を深めてもらうこと、活動参加

を通じて親子の触れ合いを深めてもらうことを目的とした取組であり、多くの子供たちと年金について楽しく学ぶイベントを開催。

（コロナ禍では中止）

令和５年度の取り組み

■ 概要

日時：8月4日（水）14:00～15:00

ゲスト：小島よしお氏
日立のコミュニケーションロボット・EMIEW(エミュー)

対象：3歳以上の未就学児、小学生、中学生、および保護者

参加数: オンライン・約８４件
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「年金動画・ポスターコンテスト」の概要

令和元年度より、次代を担う若い世代と一緒に年金について考えることを目的に「年金動画・ポスターコンテスト」を開催。

【概要】
募集部門：
（１）グラフィック・ポスター部門 （令和５年度より名称変更）

└小・中学生の部（令和4年度より新設）／一般（高校生以上）の部
（２）ショート動画部門（令和５年度より名称変更）

募集期間：
例年６月～９月上旬

表彰：
厚生労働大臣賞（各部１作品）、年金局長賞（各部１作品）、協賛特別賞および佳作（相当数）

審査：
年金動画・ポスターコンテスト審査委員会での審査を経て、結果を発表。

※令和５年度より名称変更

（参考）第１回開催時の狙い

• 若い世代が手にとって理解しやすい具体的な広報コンテンツ（動画、ポスター等）

及び当該コンテンツの展開案を募集するもの（第２回年金広報検討会 資料３抜粋）
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「年金動画・ポスターコンテスト」受賞作品

ポスター 小・中学生の部 ポスター 一般の部 動画ポスター 動画

第

５

回

第

１

回

第

２

回

第

３

回

第

４

回

第５回年金動画・ポスターコンテスト受賞式

年金動画・ポスターコンテスト審査委員会（※令和５年度より名称変更）を経て、優秀作品に厚生労働大臣賞を授与。
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「年金動画・ポスターコンテスト」の成果と今後の方針

コンテストを通じ、若い世代の視点から理解しやすい広報コンテンツのアイディアが集まり、そのアイディアを参考にした年金広報コ

ンテンツが生み出され、多くの方に利用されている。当初の狙いは概ね達成され、役割を果たしたと考えられるため、コンテスト形式

での年金広報活動は、令和５年度までで終了することとする。

年金広報コンテスト応募作品の活用の一例

第１回厚生労働大臣賞

受賞作品

年金クイズ動画

YouTuber「QuizKnock」

とのコラボ動画

第５回厚生労働大臣賞受賞作品

年金クイズ動画

社会保険適用拡大

新コンテンツ

クイズ形式を用いて年金について解説する作品が、若い世代が理解しや

すい優れた広報コンテンツとして、第１回厚生労働大臣賞を受賞した。

このアイディアを参考に、YouTuber「QuizKnock」とのコラボレーショ

ン動画が生み出された。

影響

第５回コンテストでは、ショート動画部門を新設し、

若年層の発想を募集した。長尺の動画よりも、端的で

気軽に視聴できるショート動画という広報方式は、令

和６年度リリース予定の、社会保険適用拡大コンテン

ツで制度を分かりすく伝える方法として採用された。

影
響



• 被用者保険の適用拡大



現行の社会保険適用拡大コンテンツについて

社会保険の適用拡大を円滑に施行するため、社会保険適用拡大特設サイト、制度説明に重点をおいたガイドブック、チラシ、動画など

の広報コンテンツを制作し、厚生労働省ホームページにおいて2021年２月より公開している。

特設サイト 動画

＜ガイドブック＞

ガイドブック・チラシ

＜チラシ＞

＜厚生年金加入のメリット＞

＜将来の年金額の例示＞

26

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



社会保険適用拡大特設サイトへのアクセス数

社会保険適用拡大特設サイトへの合計アクセス件数は、2021年２月19日のサービス開始以降、700万回に到達。当該ホームページ

の月間平均アクセス数は約21万回であり、制度施行月の前月（2022年９月）においては、約100万回のアクセスが行われている。

第２回被用者保険の適用拡大に
関する効果的な広報のためのアドバイザー会議

（2023年11月15日開催）資料２抜粋
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適用拡大に関する年金広報の更なる取組み
（社会保険適用拡大に関する広報の充実）

適用拡大に関する周知広報の進め方

全世代型社会保障構築会議 報告書（抜粋）令和４年 1 2月 1 6日

広範かつ継続的な広報・啓
発活動を展開

短時間労働者に対し、労働時
間の延長や基幹従業員として
従事させることにより、企業
活動を活性化させた企業など
から好事例を収集

広報実務の専門家、雇用
の現場に詳しい実務家な
どで構成した検討会を開
催し、
• 広報コンテンツの内容
• 活用法
の検討を実施

（２）取り組むべき課題

① 勤労者皆保険の実現に向けた取組

○ 勤労者がその働き方や勤め先の企業規模・業種にかかわらず、ふさわしい社会保障を享受できるようにする
とともに、雇用の在り方に対して中立的な社会保障制度としていく観点から、以下の課題への対応を着実に進
めるべきである。

◆ 短時間労働者への被用者保険の適用に関する企業規模要件の撤廃

◆ 個人事業所の非適用業種の解消 ◆ 週労働時間20時間未満の短時間労働者への適用拡大

◆ フリーランス・ギグワーカーについて ◆ デジタル技術の活用

◆ 女性の就労の制約と指摘される制度等について

◆ 被用者保険適用拡大の更なる推進に向けた環境整備・広報の充実

検討会の意見を元に

• 労働者が被用者保険に適用される
ことによるメリット

• 事業主が短時間労働者を適用する
ことに伴うメリット

を実感できる広報コンテンツを作成

好事例の収集 検討会の実施 広報コンテンツの作成 広報の実施

第４回社会保障審議会年金部会
（2023年５月30日開催）資料３抜粋
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「被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議」

設置趣旨

被用者保険の適用拡大（以下「適用拡大」という。）を推進するためには、新たに対象となる事業主や労働者に対して、被用者保険の適用に

関する正確な情報や、そのメリットについて、分かりやすく説明し、理解を得ながら進めることが極めて重要である。

そのため、全世代型社会保障構築会議報告書（令和４年12月）において、いわゆる「就業調整」の問題に対しては、被用者保険適用に伴う短

時間労働者の労働時間の延長、基幹従業員として従事することによる企業活動の活性化などの好事例を、業所管省庁の協力を得て積極的

に集約するとともに、これらの好事例や具体的なメリットを労働者や事業主が実感できるような広報コンテンツやその活用法について、広報

実務の専門家、雇用の現場に詳しい実務家などの参加も得た上で検討・作成し、業所管省庁の協力も得て広範かつ継続的な広報・啓発活動

を展開するべきであるとされている。

これを踏まえ、適用拡大の更なる推進に向けた環境整備・広報の充実のため、適用拡大に関する企業の好事例を活用した広報のあり方に

ついて専門的・技術的な観点から助言を得るべく、有識者等からなる本会議を開催。

構成員 主な検討課題

○ 上田憲一郎 帝京大学経済学部経営学科教授

宇佐川 邦子 株式会社リクルートジョブズリサーチセンター 所長

岡村 正昭 実利用者研究機構 CEO 

佐藤 博樹 東京大学 名誉教授

佐藤 麻衣子 株式会社ウェルスプラン 代表取締役

島貫 智行 中央大学大学院戦略経営研究科教授

宮武 貴美 社会保険労務士法人名南経営特定社会保険労務士

諸星 裕美 オフィスモロホシ社会保険労務士法人代表社員

山口 真一 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター准教授

横川楓 一般社団法人日本金融教育推進協会代表理事

以下の論点について、上記目的に沿って専門的・技術的な観点か
ら検討し、助言を行う。

（１）適用拡大に関する企業の好事例を収集するためのアンケート
等の設計

（２）適用拡大に関する企業へのアンケート結果等の分析方法

（３）上記（２）を踏まえた効果的な広報コンテンツの製作方法等

29
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（2023年５月30日開催）資料３抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツについて

好事例を踏まえた新たな広報コンテンツは、より実践的なツールとして①従業員向けチラシ（加入メリット・シミュレーション）、②人事

労務管理者向け手引き（経営シミュレーション）、③説明動画（ショート動画、５分動画）を作成。それらを取りまとめた特設ページを現

行の社会保険適用拡大特設サイトに掲載する。

特設サイト

＋
好事例特設ページ

ガイドブック・チラシ

動画

＜コンテンツの役割＞

社会保険適用拡大に関する制度内容・

手続等の全般的な内容について幅広く

紹介する。

従業員向けチラシ

（加入メリット・シミュレーション）

説明動画

（ショート動画、５分動画）

人事労務管理者向け手引き

（経営シミュレーション）

＜コンテンツの役割＞

社会保険適用拡大の取組を進める企業

において導入に向けた検討や説明の難

度が高いと考える分野について、各企

業の好事例を踏まえた実践的な説明

ツールを提供する。

新たな広報コンテンツ

30

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な
広報のためのアドバイザー会議

（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【5】（適用拡大特設サイトの拡充）

社会保険適用拡大特設サイト（トップページ） 特設サイト（下層ページ）

チラシ、動画については、特設サイトに掲載するものとし、現行の社会保険適用拡大特設サイトを拡充し、下層ページを作成。当該

ページにおいて今回作成する広報コンテンツを掲載する。
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好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【1】（人事労務管理者向け手引き①）

企業へのヒアリングの結果、適用拡大を円滑に実施するためには、社内説明が重要で、経営層、現場責任者及び従業員等に対してそ

れぞれの立場に応じた適切な説明を計画的に行っていくことが有効であることが分かった。また、複数の企業で共通して行っている

取組も確認できた。そのため、主に今後、適用拡大の対象となる人事労務管理者向けに、社内説明を効果的に進めていく手引きとし

て「適用拡大に関する好事例を踏まえた人事・労務管理者向け手引き（仮）」を提供する。

32

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【1】（人事労務管理者向け手引き②）

適用拡大の対象になった場合には、企業内における説明を計画的に進めることが重要とされるが、どのようなことを考慮する必要

があるのか、どのように進めたらよいのか等ヒアリングから得られた情報を元に社内計画の立て方や社内承認を得る上での説明の

ポイントを解説。

33

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【1】（人事労務管理者向け手引き③）

経営陣や幹部層への説明において、経営陣や幹部層が気になる、社会保険適用による企業・組織の具体的なメリットの説明や、利用

可能な国の支援制度（キャリアアップ助成金・専門家活用支援事業）についてもポイントを解説。

34

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【1】（人事労務管理者向け手引き④）

パート・アルバイトで働く方のシフト管理などの労務管理は、現場管理者が行っているケースも多くあり、現場管理者が従業員に説明

する上での伝達方法や、従業員の属性による説明のポイントを解説。

35

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【1】（人事労務管理者向け手引き④）

パート・アルバイトで働く方のシフト管理などの労務管理は、現場管理者が行っているケースも多くあり、現場管理者が従業員に説明

する上での伝達方法や、従業員の属性による説明のポイントを解説。

36

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな新広報コンテンツ案【1】（人事労務管理者向け手引き⑤）

従業員への説明については、ヒアリングの結果、その企業の形態により、様々な方法で行われていた。そのため、複数の方法を解説し、

実施する際にイメージがしやすいように各社の事例も掲載。

37

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【2】（人事労務管理者向け解説動画）

「適用拡大に関する好事例を踏まえた人事・労務管理者向け手引き」について有効に活用していただけるよう、活用方法がわかる解

説動画（５分程度）を作成し、当該手引きと併せて提供する。

38

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【3】（従業員向けチラシ）

社会保険加入のメリット（チラシ） 社会保険加入による手取りシミュレーション（チラシ）

従業員への説明には、各家庭に持ち帰った後でも従業員やそのご家族にご理解いただけるよう、分かりやすい言葉で、情報量が多く

なりすぎないコンテンツが必要であるということが分かった。また、パート・アルバイトの方には、年金のメリットだけでなく、医療の

メリットも説明すること、手取り収入の変化や加入後の給付のシミュレーションを示すこと、家族への相談を促すことが、社会保険の

加入に向けて効果的であることが分かった。そのため、それらを説明するためのチラシを提供予定。詳細な情報が必要な場合には社

会保険適用拡大ガイドブックの参照を促す。

39

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【4】（従業員向けショート動画①）

従業員向けに、ニーズが高いと思われる内容について、インフォグラフィクスを活用し、スマートフォンで確認しやすく、１分間でまと

めた縦型のショート動画を５種類（「①社会保険加入対象者」、「②医療メリット」、「③年金メリット」、「④公的年金シミュレーターの試

算」、「⑤手取りシミュレーション」）を作成予定。従業員向けチラシにQR コードを設け従業員自身の理解や、従業員の家族で社会保

険の加入を相談する際などに活用できるよう提供する。

１ 社会保険加入対象者 ２ 社会保険加入による医療メリット動画

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋
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好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【4】（従業員向けショート動画②）

３ 社会保険加入による年金メリット ４ 公的年金シミュレーターによる試算

41

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



好事例を踏まえた新たな広報コンテンツ案【4】（従業員向けショート動画③）

５ 手取りシミュレーション

42

第3回被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議
（2024年2月21日開催）資料3抜粋



令和６年度における社会保険適用拡大の広報の取組について

メディア

リレーションによる広報

専門家・関係団体との

リレーションによる広報

ソーシャルメディア

リレーションによる広報

関係省庁との

連携による広報

事業主向け 被保険者向け

・マスメディアへの情報提供

・専門紙、業界紙への情報提供

・求人情報サイト等への情報提供

・社会保険労務士会等の専門家への協力要請

・地方自治体等への協力要請

・SNSを活用した広報

・政府広報と連携した広報

・日本年金機構による個別周知による広報

・マスメディアへの情報提供

・テレビ、ラジオ、雑誌媒体等への情報提供

・社会保険労務士会等の専門家への協力要請

・地方自治体等への協力要請

・政府広報と連携した広報

令和６年10月の社会保険適用拡大に向けて、社会保険適用拡大に関する新たな広報コンテンツの利活用を促すため、メディア、専門

家・関係団体、ソーシャルメディア、関係省庁などと連携し広報を実施する予定。

・SNSを活用した広報
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• 年金の見える化（公的年金）



公的年金シミュレーターの概要

45

「公的年金シミュレーター」は、働き方・暮らし方の変化に応じて、将来受給可能な年金額を簡単に試算できるツールであり、2022

年4月から運用を開始した。2023年４月には年金受給開始時点での税や保険料の大まかなイメージを表示する機能を追加した。

■ 公的年金シミュレーターの特徴

【簡単でスムーズな操作性】
・ID・パスワードは不要で、すぐに試算を始めることができます。
「ねんきん定期便」の二次元コードを利用すれば、よりスムーズ
に入力が可能。検索サイトなどからのアクセスも可能。

【グラフを表示しながら試算できる】
・スライドバーを動かすと年金額の変化が一目で分かる。

【データ管理も安心・安全】
・個人情報は記録、保存されません。

■ 公的年金シミュレーターの使い方

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



公的年金シミュレーターによる将来の年金見込み受給額試算について

46

「公的年金シミュレーター」は、将来受け取る年金見込み受給額を固定して表示するだけではなく、個々人の働き方暮らし方の変化に

よる多様なライフコースに応じた様々なパターンの年金見込み受給額を簡単な入力で試算・表示することが可能。

年金見込み受給額試算の結果

についてはグラフ及び数字で

表現され、グラフ直下にあるス

ライドバーを動かすと年金額

がリアルタイムに変化し、一目

でわかる。

将来受け取る年金見込み受給

額を決定する３つの重要な要

素である「今後の年収」、「就労

完了年齢」、「受給開始年齢」を

変更することにより、将来受け

取る年金額の増減を簡単に試

算することが可能。

個々人の働き方・暮らし方によ

る多様なライフコースに対応す

るため、働き方・暮らし方、働く

期間、年収を直接入力し変更す

ることにより、年金見込み受給

額を試算することが可能。

（注）公的年金シミュレーターは、年金額を簡易に試算することを目的としており、実際の年金額とは必ずしも一致しません。
より正確な年金見込み額の確認をする場合には、日本年金機構の「ねんきんネット」の活用をご検討ください。

第10回社会保障審議会年金部会、第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



公的年金シミュレーターの利用状況

公的年金シミュレーターへの合計アクセス件数は、2022年4月25日の運用開始以降、順調に伸びており、620万回に到達。今後も、

アクセス件数の伸びが想定される。

47



公的年金シミュレーターのプログラム活用に関する実証実験

➢ 厚生労働省が公的年金シミュレーターのソー
スコード（プログラム）を公開し、民間事業
者は自社が運営するアプリなどのITサービス
に組み込めるかどうか検証を行った。

➢ 参加企業は、プログラムを組み込むに当たっ
て生じた技術的課題について、「成果報告
書」を通じて厚生労働省に対して報告を行っ
た。

■実証実験の内容 ■ 実験参加企業が作成した「成果報告書」の集計結果

プログラムの構造、内容を
解析できたか

プログラムをアプリ等のITサービスに
組み込むことができたか

公的年金シミュレーターの機能を搭載したアプリ等のITサービスの
リリースを「予定」「前向きに検討中」とする民間企業が４社あった

ソースコードを公開することで、民間企業の創意工夫によって、年金額試算機能を組み込んだ独自のITサービス

が開発されることが期待された。

また、民間のITサービスの発展に伴い、様々な属性の利用者が年金額試算をすることが期待された。 48

■実証実験を通じて得られた方向性



公的年金シミュレーターの民間企業における活用

49

公的年金シミュレーターは民間サービスとの連携を進展させることにより、民間事業者が運営するアプリ等で、簡便に自身の保有する金融資

産や将来の年金受給見込み額を参照できるようになり、また、保有資産の分析・運用アドバイスなども、スマホ上で提供され、国民は簡便に

資産の管理・運用ができるようになる。このため、厚生労働省では2023年7月から公的年金シミュレーターと民間サービスとの連携に向け

て公的年金シミュレーターのプログラムを公開した。

■ 利用条件等

・「『公的年金シミュレーター』のソフトウェアのプログラム利用規約」への同意が必要。
・プログラム等利用者は、プログラム等の利用に係る企画書の案（任意様式）を提出。
・厚生労働省との事前打合せを経たのち、別添「利用申請書」によりプログラム等の利用申請を行う。
・利用申請を受けた厚生労働省は、民間事業者にプログラムを公開。

■ プログラムの公開状況

・ プログラムの公開件数 ３件（202４年４月時点）

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



(2024年1月～ )公的年金シミュレーター機能追加（在職定時改定等）

50

在職定時改定の仕組みを考慮した受給見込み額を表示した。

これにより、厚生年金に加入しながら老齢厚生年金を受けている65歳

以上70歳未満の方の年金額の変化を試算することが可能となった。

①在職定時改定の試算機能を追加

②画面表示（ユーザビリティ向上）

これまでは、年金額の試算結果グラフ・年金見込み受給額の表示は

固定されていたが、「国民の声」で寄せられたご意見等も踏まえて、

これらの表示を開閉可能とした。

これにより、「今後の年収」「就労完了年齢」「受給開始年齢」を

広く表示することができ、ユーザビリティの向上を図った。

2024年1月より、在職定時改定の試算機能を追加した。これに伴って画面表示を工夫する（年金額の試算結果グラフ・年金見込み受

給額の表示を開閉可能とする）ことでユーザビリティの向上を図った。



（参考）公的年金シミュレーターの今後の方向性① 資産所得倍増プラン

51

（７）金融経済教育の充実

広く国民に金融経済教育を届けていく。このため、運営体制の整備や設立・運営経費の確保に当たっては、政府・
日本銀行に加え、全国銀行協会・日本証券業協会等の民間金融団体や経済関係諸団体等からの協力を得て、
金融経済教育推進機構を設立するとともに、官民連携して、地方を含めた金融経済教育の推進体制を整備する。
企業による社員への継続教育の充実や地方自治体による金融経済教育の実施と併せて、広く国民に訴求する広報
戦略を展開するとともに、学校・企業向けの出張授業やシンポジウムの開催等、官民一体となった効率的・効果的
な金融経済教育を全国的に実施する。
また、将来の年金受給見込額を簡便に試算できる「公的年金シミュレーター」について、民間サービスとの連携を
進展させるため、プログラムを公開する。

● 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023改訂版 （令和５年６月16日）

＜公的年金シミュレーターと民間サービスとの連携等＞

本年４月に、将来の年金受給見込み額を簡便に試算できる「公的年金シミュレーター」の試験運用を開始した。
今後は、民間サービスとの連携を進展させることにより、民間事業者が運営するアプリ等で、簡便に自身の保有する
金融資産や将来の年金受給見込み額を参照できるようになり、また、保有資産の分析・運用アドバイスなども、
スマホ上で提供され、国民は簡便に資産の管理・運用ができるようになる。
このため、今年度において、公的年金シミュレーターと民間サービスとの連携に関する運用実験を実施する。

● 資産所得倍増プラン （令和４年１１月２８日（月）第１３回新しい資本主義実現会議）

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



【参考】民間保険との連携の推進

52

(3)法第294条の2関係（意向の把握・確認義務）

保険会社又は保険募集人は、法第294条の2の規定に基づき、顧客の意向を把握し、これに沿った保険
契約の締結等の提案、当該保険契約の内容の説明及び保険契約の締結等に際して、顧客の意向と当該保
険契約の内容が合致していることを顧客が確認する機会の提供を行っているか。

① 意向把握・確認の方法

意向把握・確認の方法については、顧客が、自らのライフプランや公的保険制度等を踏まえ、自らの抱える
リスクやそれに応じた保障の必要性を適切に理解しつつ、その意向に保険契約の内容が対応しているか
どうかを判断したうえで保険契約を締結するよう図っているか。そのために、公的年金の受取試算額など
の公的保険制度についての情報提供を適切に行うなど、取り扱う商品や募集形態を踏まえ、保険会社又
は保険募集人の創意工夫による方法で行っているか。

II ．保険監督上の評価項目

保険会社向けの総合的な監督指針 （令和５年６月） 抜粋

II －４ 業務の適切性

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

53
【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/

■ 生命保険会社・代理店の募集人向け解説資料

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

54【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/

■ 生命保険会社・代理店の募集人向け解説資料

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

55

■ お客様向けご案内チラシ

【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



公的年金制度への意識・ニーズについて

〇 「老齢年金の仕組みや役割についての認識」の問に対して、「学生を含めた20歳以上の国民は、国民年金に加入する義務があ

る」ことを知っている人は82.0％、「60～75歳までの間で受け取り始める時期を選択できる」ことを知っている人は73.0％で

あった。

〇 障害年金の仕組みがあることを知っている方は59.6%、遺族年金の仕組みがあることを知っている方は77.3%であった。

■老齢年金の仕組みや役割についての認識（問 1 1） ■障害年金の仕組みがあることの認識（問 1 2）

82.0 

73.0 

66.8 

62.5 

56.4 

42.3 

30.2 

8.4 

5.1 

1.4 

0 20 40 60 80 100

学生含め20歳以上の国民は、加入する義

務がある

60～75歳の間で受け取り始める時期を選

択できる

現役で働く世代が、高齢者を扶養する制

度である

保険料の納付状況に応じて年金額が変動

する

生涯にわたり年金を受給できる

物価や賃金の変動に応じて年金額が調整

される

「ねんきんネット」というサービスが活

用できる

「公的年金シミュレーター」というサー

ビスが活用できる

いずれも知らない

無回答

■遺族年金の仕組みがあることの認識（問 1 4）

知っている

59.6 

知らない

39.6 

無回答

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている

77.3 

知らない

22.2 

無回答

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【ご参考】公的年金シミュレーターのアクセス傾向について

57

公的年金シミュレーターはモバイル端末（スマートフォン等）からのアクセスが80%以上を占めている。また、ねんきん定期便に搭載

されている2次元コードからのアクセスが95％を占めている。

■デバイス別アクセス傾向

2次元コードか
らのアクセス

95%

WEBブラウザか

らのアクセス

5%

■アクセス方法

※いずれのデータも2023年12月末までの累計値。アクセス方法については、トップリファラー（アクセス直前に閲覧していた

ページ）を元にした推計値。



公的年金シミュレーターに関する令和６年度の取組

令和６年度は、公的年金シミュレーターの認知度を向上させる周知・広報を継続するとともに、現行の公的年金シミュレーターの保守

運用契約が令和８年度に更新予定であることを踏まえ、利用者のニーズを踏まえた様々な年金額試算等が可能となるよう、検討を

進める。

認知度向上に
向けた取組

• 令和５年の「生活設計と年金に関する世論調査」によれば、老齢年金が終身年

金であることや障害年金・遺族年金制度を知らない方が一定数存在する。

現行の課題

• 令和６年３月末時点のアクセス件数は約６２０万回に達したが、令和５年の

「生活設計と年金に関する世論調査」によれば、公的年金シミュレーターの

認知度は８．４％に留まっている。

令和６年度の

取組

• 公的年金シミュレーターの認知度・アクセス数を更に向上させるため、様々

な方策により周知・広報を実施する。

新たな
試算機能の
追加の検討 • 想定される利用者のニーズを踏まえ、障害年金・遺族年金の試算機能等を追

加するための具体的な検討を進める。

現行の課題

令和６年度の

取組
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• 公的年金と私的年金の一体的な広報活動について



キャリア選択と公的年金・私的年金に関する年金教育のパイロット授業

60

■ 実施概要

①日本女子大学での開催事例
日時：6月27日13:20-15:00
外部講師：岩城みずほ氏

②帝京大学での開催事例
日時：7月21日14:45-16:15
外部講師：横川楓氏

「人生100年時代。自分のライフ
プランに合わせた資産形成を」と
題し、平均寿命が男性よりも長い
女性がライフ・キャリア・マネー
プランをどのように考えれば良い
かや、資産形成のポイントなどを
講義した。

「社会人になる前に知っておき
たいお金の話」をテーマに、就
職の際に知っておきたい給与の
仕組みや、キャリア選択の際に
注意しておきたいポイントなど、
大学生のうちからできるお金と
の向き合い方について、わかり
やすく講義した。

■ 学生アンケート（抜粋）

・普通なら就職後にされるお話を、大学生の今のうちから聞けたことはとても貴重だったなと思います。

・老後のお金はあまり自由度がないと感じていたが、自分で選べることがたくさんあることを知ることができた。

・いつライフイベントでの出資があるか分からない中このように投資をとうしてお金を貯められることは良い事だなと思いました。

・今回の対話集会を終えて、公的年金をもとに私的年金を考えていくという発想は私には思いつかなかったため新たな発見だった。

・対話集会を通して、退職金についてそんなに多くもらえると知らなかったため驚いた。

・自分の人生について考え、いつどのくらいのお金が必要か踏まえた上で生活を送っていきたいと思った。

令和５年度は、従来の年金教育を発展させ、多様な年金教育プログラムを構築することを目的として、キャリア選択と公的年金・私的

年金について、パイロット授業を実施した。



ソーシャルメディアの活用

61

本動画では、キャリアプランと公的年金・私的年金の将来受け取り見込み額の違いにフォーカスし、国民年金と厚生年金に加入した

場合の年金額の違い、iDeCo等の私的年金に加入した場合の年金額の違いについて解説している。

２０２４年３月

YouTube動画 小耳で挟んだ会話で職業を当てろ！

公開日：202４年3月２９日

視聴回数：64万回

■ 視聴者からのコメント（抜粋）

乾さんの、「知ってろよ自分の年金ぐらい」がズバッとくるね、クイズでの活躍
もあるけど、重宝する部分だわ

年金って義務教育で習わないから全然知らなかったけど、この動画で少しだ
けかもだけど理解が出来た気がする〜学ばなきゃなぁ

年金って難しいイメージあるし、未だよくわかってないけど、QuizKnockの
皆さんが楽しく分かりやすく説明してくれることによって、私みたいな学生も
多少は知ることができるから本当にありがたい！！

年金や投資など、学校では習わないのに社会では知らないと困るお金の話
が今年から家庭科の学習指導要領に入ったのアツい

年金やNISAの動画など、調べなきゃいけないけどめんどくさいな、先延ば
しにしちゃうなってことをこんなに楽しい動画にしていただけてほんとにい
つも助かります。ありがとうございます。

義務として払う年金だけでなく、自らしっかりと自分自身のことを考えて年
金を組み合わせたいって思った！！！何事も受け身にならないって大事ね



2021年4月1日

生活設計と年金に関する世論調査（主な調査結果）



「生活設計と年金に関する世論調査」の概要

調査目的 生活設計と年金に関する国民の意識を把握し、今後の施策の参考とする

調査対象 全国18歳以上の日本国籍を有する者5,000人（有効回収数：2,833人、有効回収率56.7％）

調査期間 令和５年11月２日から令和５年12月10日まで

調査方法 郵送法

調査項目

１ 老後の生活設計について

２ 公的年金制度への意識・ニーズについて

３ 私的年金制度への意識・ニーズについて

主な類似調査実績
「老後の生活設計と公的年金に関する世論調査」（平成30年11月）

「公的年金制度に関する世論調査」（平成15年２月、平成10年３月、平成５年２月）

63

（※）本資料は、令和６年３月 内閣府政府広報室「生活設計と年金に関する世論調査」の結果を基に厚生労働省年金局

で作成。

（※）平成30年11月調査までは調査員による個別面接聴取法で実施しているため、郵送法で実施した令和５年11月調査

との単純比較は行わないこととされていることに留意が必要。

（※）図表の数値（％）は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、内訳の合計が100にならないこともある。

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋

参考資料
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１ 老後の生活設計について①

〇 「何歳まで仕事をしたいか、またはしたか」の問に対し、約４割の方が66歳以上と回答。

〇 老後の生活設計の中での公的年金の位置づけは、26.3%の方が「全面的に公的年金に頼る」、53.8%の方が「公的年金を中心

とし、 これに個人年金や貯蓄などを組み合わせる」と回答した。

また、年齢層が高いほど「全面的に公的年金に頼る」の割合が高かった。

■何歳まで仕事をしたいか、またはしたか (問１ ) ■老後の生活設計の中での公的年金の位置づけ（問４）

26.3 

8.2 

10.4 

16.3 

24.7 

28.5 

43.2 

53.8 

47.3 

54.7 

60.3 

58.4 

59.1 

46.2 

11.7 

24.7 

25.9 

15.0 

9.6 

7.2 

4.5 

1.6 

4.3 

1.9 

1.8 

0.6 

0.7 

1.7 

4.8 

13.3 

6.1 

5.8 

5.0 

2.4 

2.4 

1.7 

2.2 

1.0 

1.0 

1.6 

2.0 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

約８割

全面的に公的年金に
頼る

公的年金を中心とし、
これに個人年金や貯蓄
などを組み合わせる

公的年金にはなるべ
く頼らず、できるだ
け個人年金や貯蓄な
どを中心に考える

公的年金には
全く頼らない

無回答

考えたことが
ない
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7.8 

12.5 

10.4 

12.0 

4.4 

5.6 

6.7 

14.8 

15.8 

15.9 

10.8 

23.7 

12.0 

12.4 

28.5 

34.1 

36.2 

35.3 

32.7 

26.5 

19.0 

21.5 

17.9 

19.4 

21.0 

19.1 

34.1 

17.0 

11.4 

4.7 

7.1 

8.5 

9.6 

11.9 

17.6 

6.1 

2.2 

3.2 

3.5 

4.4 

4.3 

12.3 

3.6 

1.8 

2.3 

3.8 

2.0 

2.2 

6.6 

2.0 

0.4 

0.3 

0.8 

0.6 

2.0 

4.6 

3.1 

10.8 

4.5 

4.3 

3.2 

0.6 

1.1 

1.1 

0.0 

0.6 

0.3 

0.2 

0.9 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

50歳以下 51歳～
60歳

61歳～
65歳

66歳～
70歳

71歳～
75歳

76歳～
80歳

81歳以上

これまで働いて
おらずこれから
働く予定もない

考えたこ
とがない

無回答
約４割
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１ 老後の生活設計について②

〇 老後に向け準備したい、またはした公的年金以外の資産は、「預貯金」に次いで「退職金や企業年金」や「NISAと呼ばれる少額投

資非課税制度」の割合が高かった。

■老後に向け準備したい、またはした公的年金以外の資産（問５）
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％
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19.0 
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2.3 3.0 3.6 2.8 3.2 

2.0 

1.8 

1.3 1.8 2.2 
2.4 2.1 

12.5 

2.9 3.6 
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11.2 

17.2 
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2.0 
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0.6 
1.5 
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2.4 

2.7 

0

10
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40
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80

総数 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

預貯金

退職金や企業年金

少額投資非課税制度（NISA）

民間保険会社などが販売する個人年金

NISA以外の証券投資（株式や債券、投資信託など）

国民年金基金

個人型確定拠出年金（iDeCo）

不動産投資

その他

老後に向け資産形成はしないまたはしなかった

無回答
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２ 公的年金制度への意識・ニーズについて①

〇 「年金額について考えたとき、または今後考えたいとき」の問に対し、全世代で「テレビや新聞などのマスメディアで年金に関する

内容に触れたとき」の割合が最も高かった。

また、年齢層が低いほど「旧Twitter（X）やYouTubeなどのソーシャルメディアで年金に関する内容に触れたとき」の割合が高

かった。

■年金額について考えたとき、または今後考えたいとき（問７）
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3.7 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

総数 18～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

マスメディアで年金に関する内容に触れたとき

老齢年金を受給できる年齢になったとき

Webメディアで年金に関する内容に触れたとき

退職したとき

就職したときや自身の今後の働き方を考えたとき

ソーシャルメディアで年金関連の内容に触れたとき

職場が開催しているセミナーなどに参加したとき

専門家や、金融機関に相談したとき

個人でライフプランのセミナー等に参加したとき

その他

考えたいと思わない

無回答

％
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２ 公的年金制度への意識・ニーズについて②

〇 「厚生年金を受け取る年齢になったときの働き方」の問に対し、44.4％の方が「年金額が減らないように、就業時間を調整しな

がら会社などで働く」と回答。高齢期の働き方に関する国民の意識は「在職老齢年金制度と就労についての意識」（「年金制度に関

する総合調査（2019）」）で確認した傾向から大きな変更はないことがわかった。

■厚生年金を受け取る年齢になったときの働き方（問８）
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総数

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

働かない
年金額が減らない
よう時間を調整し
会社等で働く

年金額が減るかど
うかにかかわらず
会社等で働く

会社等で働かず、
自営業主・自由業
等として働く

厚生年金の加入が
なく、受給する見

込みがない
その他

無回答

＜参考・過去調査＞在職老齢年金制度と就労についての意識

（資料）厚生労働省年金局「年金制度に関する総合調査」（2019年）

※「年金制度に関する総合調査」（2019年）の概要
１．調査の目的：本調査は、年金受給者および被保険者の就業状況や収入などの生活実態と、年金制度に

関する意識を総合的に把握することにより、制度改正のための基礎資料を得ることを目
的とする。

２．調査対象者及び調査客体：平成30年12月定期支払いの支払額情報にある国民年金および厚生年金の
老齢年金受給者、平成30年11月20日時点における国民年金および厚生年
金の被保険者を調査の対象とし、調査対象から無作為に抽出した26,600
人を調査の客体としている。

３．調査時点及び調査期間：調査時点：平成31年2月28日、調査期間：平成31年3月1日～29日
４．調査方法：調査客体として選ばれた老齢年金受給者および被保険者に調査票を郵送で送付し、郵送で

回収した。
５．有効回答率：59.8％

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋

参考資料
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２ 公的年金制度への意識・ニーズについて③

〇 公的年金制度の理解を広げるための方策は、59.5%の方が「テレビや新聞などのマスメディアを活用した広報」と回答（総数）。

また、18歳以上29歳未満、30歳以上39歳未満の方からは「中学・高校における年金に関する授業の充実」を求める割合が最も

高かった。

■公的年金制度の理解を広げるための方策（問1 0）％
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文章投稿型のソーシャルメディアを活用した広報

その他

特にない

無回答

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋

参考資料
２－２



２ 公的年金制度への意識・ニーズについて④

〇 「老齢年金の仕組みや役割についての認識」の問に対して、「学生を含めた20歳以上の国民は、国民年金に加入する義務があ

る」ことを知っている人は82.0％、「60～75歳までの間で受け取り始める時期を選択できる」ことを知っている人は73.0％で

あった。

〇 障害年金の仕組みがあることを知っている方は59.6%、遺族年金の仕組みがあることを知っている方は77.3%だった。

■老齢年金の仕組みや役割についての認識（問 1 1） ■障害年金の仕組みがあることの認識（問 1 2）
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無回答

■遺族年金の仕組みがあることの認識（問 1 4）
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第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋

参考資料
２－２



３ 私的年金制度への意識・ニーズについて①

〇 「私的年金制度について、詳しく知りたいこと」の問に対し、回答全体で見ると「加入のメリット」の割合が48.9%と最も高かった。

また、特に30代から50代の方は「将来の受給可能見込額」について知りたいとの回答の割合が高かった。

■私的年金制度について詳しく知りたいこと（問 2 3）
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加入のメリット

将来の受給可能見込額

加入手続きの方法

掛金の効果的な運用方法

ライフプランに合わせた受給開始方法の選び方

私的年金に関する情報を得る方法

その他

特にない

無回答

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋

参考資料
２－２



３ 私的年金制度への意識・ニーズについて②

〇 「私的年金制度について参考にしたい情報源」については、回答全体で見ると「新聞・ニュースサイトの記事や雑誌」の割合が

38.1%と最も高いが、「テレビやラジオで放送されている情報」や「厚生労働省の広報やセミナー」も一定程度の回答を得ていた。

また、年齢層が低いほど「旧Twitter（X）やYouTubeなどで個人が発信している情報」の割合が高かった。

■私的年金制度について参考にしたい情報源（問 2 4）
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職場の提供する福利厚生に関する情報やセミナー

企業年金連合会、国民年金基金連合会の広報等

専門家や、金融機関からの情報

友人や家族からの口コミ

XやYouTubeなどで個人が発信している情報

専門書

学校の先生

その他

無回答

第13回社会保障審議会年金部会
2024年３月13日 抜粋

参考資料
２－２
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社会保障審議会年金部会・企業年金個人年金部会における
広報に関する議論の状況について
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（年金制度の意義に関する周知、広報）
• 平均寿命が伸長しており、今の若い世代は人生が長くなるため、年金に関する知識を十分に提供する必要がある。
• 公的年金の意義や役割、保険料、給付の種類なども含めて、正確な基礎知識をたくさんの人に持ってもらえるように発

信しなければいけない。子供の頃から生涯を通じた年金教育の取組を進める必要がある。
• 経済実態や人口動態、家族の在り方といった下部構造に整合的な上部構造としての年金制度をつくる中で、今後、下部

構造がインフレ的な状態に変わっていく場合には、賦課方式の年金制度は安心の源になり得る。

（ライフプランと年金広報）
• 共働き世帯や単身世帯などが増加している現状に合わせて、もっとリアルな年金の給付水準を知る目安として、多様な

ライフスタイルを想定したパターンを提示する形で広報、政策決定を判断していくことが必要なのではないか。
• 生涯を通じて、自分の公的年金・私的年金をどう形成し、どのように取り崩していくのか、いつまで働いていくのかとい

うことについて、多くの国民に分かりやすく伝える方法、より分かりやすく理解できる仕組みを検討すべきではないか。
• 現在の現役世代は、より多くの女性が厚生年金に加入し、男性も加入期間が延びていく見通しであることから、若い世

代に対しては、厚生年金に加入し、より長い期間働くことで、自分たちの年金を増やしていけるという見通しをしっかり
と示していく必要がある。

• 年金は本来、心理的・社会的にセーフティネットとして機能すべきものであるが、若者には年金に対する漠然とした不安
がある。将来のことは自己責任だと思い、年金制度に関心を持っていない若者に向けて、将来どういう働き方をしたら
年金額をいくらもらうのか、具体的な数字で示すことで、自分のライフステージを描きやすくなるのではないか。

• 年金ならではの価値も含めて広報していくと、例えば繰り下げ受給に関しても、またその利用が変わってくるのではな
いか。いつ死ぬか分からないから早くもらうというのではなくて、今をどのように生きて、未来をどのように保障する
のかという視点で考えられるような広報も検討すべきではないか。

• 企業年金は金融経済教育推進機構の中にかなり包摂されるような流れになっているのではないか。お金というのは全
部一つのものとしてまとめて教えてあげないと、生きるための知恵として、あるいはスキルとしてなかなか定着しない
と感じる。金融サイドから老後に向けた資産形成に割とフォーカスを置いた教育の試みが強まっていく中で、この流れ
に社会保険・社会保障の側もうまく乗るのが一つの方法ではないか。

年金部会における年金広報・年金教育に関する主なご意見①
第10回社会保障審議会年金部会、

第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



年金部会における年金広報・年金教育に関する主なご意見②

74

（年金教育）
• 公的年金の意義や役割、保険料、給付の種類なども含めて、正確な基礎知識をたくさんの人に持ってもらえるように発
信しなければいけない。子供の頃から生涯を通じた年金教育の取組を進める必要がある。

• 社会保障の理解を深める主権者教育や自分の資産形成やライフプランを考える金融教育など、より具体的な数字が理解
できる教育をすすめる必要がある。

• 生涯を通じた年金教育の取組に新入社員や社会人の若手社員の取組をツールやコンテンツなどで加えていただきたい。
確定拠出年金の企業型を導入している会社では、公的年金制度に触れる時間は投資教育の中にあまりないと思われる
ので、公的年金の意義や役割、こういう給付があるということを年金・社会保険含めて確認してもらう機会は必要である。

• 年金制度も今の子どもたちにも当然、将来関わるものである。子どもや若者も年金制度に関する議論に参加するような
場をつくる必要があるのではないか、政府の広報の資料や教科書などを見てもらって、どういうところが具体的に分か
らないのか、意見をもらうような機会があると良いのではないか。

（被用者保険適用拡大広報）
• 被用者保険に加入することの意義をしっかりと伝えていく必要がある。
• 予言の自己実現によって人々が就業調整をしている状況をなくす必要があるという方向で全世代型社会保障構築会議
はまとめられていて、被用者保険に加入することの意義をしっかりと伝えていく広報の重要性を強調している。

• 就業調整による年金額への影響について、年金を受給する場面になって気づいても遅いため、年金制度を正しく理解す
るための周知啓発をさらに強化すべきではないか。

• 適用拡大に関する年金広報の取組みについて、好事例の収集とか、検討会を通しての広報コンテンツの作成、継続的な
広報、啓発活動の展開といったものを行っていく必要がある。

• 広報・周知を進める上で、データを上手に利用し自ら情報を知ることができることも重要な要素ではないか。そのことを
通じて制度への誤解が解けたり、あるいは本来不要な就労調整について気づきを経て就労調整の行動が変わってくる
など人々の行動変容につながったりすることも可能性としてはあるのではないか。

• 日本年金機構や厚生労働省の様々な広報について個々の国民に対するものだけではなくて、事業主にも使ってもらう、
事業主と労働者の対話の材料になるためのプラットフォームを提供するものというコンセプトを持つべきではないか。

• ３号という選択がライフプランニング上のリスクを伴うこともあるのだという理解も浸透してほしい。

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋
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（公的年金と私的年金の連携）
• 生涯を通じて、自分の公的年金・私的年金をどう形成し、どのように取り崩していき、いつまで働いていくのかにつ

いて、多くの国民に分かりやすく伝える方法を検討すべきではないか。【再掲】
• 生涯を通じた年金教育の取組に新入社員や社会人の若手社員の取組をツールやコンテンツなどで加えていただき

たい。確定拠出年金の企業型を導入している会社では、公的年金制度に触れる時間は投資教育の中にあまりない
と思われるので、公的年金の意義や役割、こういう給付があるということを年金・社会保険含めて確認してもらう
機会は必要である。【再掲】

（デジタル技術の活用）
• 広報・周知を進める上で、データを上手に利用し自ら情報を知ることができることも重要な要素ではないか。その

ことを通じて制度への誤解が解けたり、あるいは本来不要な就労調整について気づきを経て就労調整の行動が変
わってくるなど人々の行動変容につながったりすることも可能性としてはある。

（障害年金と広報）
• 障害がある人や世帯の生計を支えている人を亡くした人も保障を受けられるという年金制度の仕組みを知ってい

る人は約半数であり、受給すべき人が確実に受給できるよう、例えば、精神障害を有する方への対応なども含め、
引き続き、日本年金機構と連携した周知活動の強化が必要。

• 障害年金については、非常に込み入った制度になっている部分があるが、国民の皆様に何らかの安心感を提供で
きるような取り組みが必要ではないか。

年金部会における年金広報・年金教育に関する主なご意見③
第10回社会保障審議会年金部会、

第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



企業年金・個人年金部会における年金広報・年金教育に関する主なご意見
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（公的年金・私的年金の連携）
• 公的年金と相まって、私的年金が活用されていくことが重要であり、以下の点について公的年金・私的年金の連携が必要

ではないか。①公的年金及び勤務先の退職金によってどの程度老後の所得が確保できるか、②自分で何か備えようと
思ったときに、どんな制度とか手段があるのか、③実際それを利用しようと思ったときに利用する上で必要な情報を適
切に提供することが老後不安の解消のために必要ではないか。

（公的／私的を合わせた制度周知・個人の年金状況の見える化）
• 国民年金や企業年金について制度の周知を図るとともに、個人が自身の必要な情報にアクセスしやすいよう、取組を進

めてはどうか。
• 資産形成手段について個々人の現在の状況を「見える化」する仕組み（年金ダッシュボード等）の検討についても議論が必

要である。
• iDeCoの資格区分や限度額区分の簡素化については、公平性とトレードオフの関係にある。自身に必要な情報にアクセ

スしやすいようにする取組を同時に推し進める必要がある。例えばマイナポータルへの情報集約により、資格区分や限度
額が一目で分かるような仕組みを検討しても良いのではないか。

• 公的年金と相まって国民の老後所得を確保していく趣旨の仕組みである上、公的年金での取組はかなり進んできている
状況。そのため、既にできているプラットフォーム、これからできる企業年金プラットフォームも含めて、公共性の高い機
関でつくられるものを、ユニバーサルに、国民が使いやすい形にしていく方法が望ましいのではないか。

（年金教育）
• 私的年金とか企業年金についても公的年金と一体の形で周知広報に力を入れていったらどうか。

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 （2023年12月11日）資料３抜粋



年金部会、企業年金・個人年金部会 合同会議における年金広報・年金教育に関する主なご意見①
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（ライフプランと年金広報）
• 将来幾らもらえるかということが分からないことで、結婚や出産になかなか踏み切れないということもあると思うので、

年金について正確に知るということによって、将来の設計をすることが可能であることを伝えることが大切。
• 私的年金について若い世代に話をしてみると、内容の理解力だけでなく、それ以上に、新たな知識を獲得したいという

意欲に、学校による差や個人による差が非常に大きく存在していることから、私的年金の広報を行うに当たっては留意
が必要ではないか。

• ３号に関する広報は、同じ３号でも、人によって立場が全然違うので、受け手に応じた発信の工夫が必要。
• 年金広報あるいは金融教育等を行う場合に、その働きかけが功を奏しやすい人と、そうでない人が存在するが、奏しに

くい方こそ、社会保険あるいは企業年金等の税制優遇その他の政策の恩恵が及ぶべき方々であるということを十分に
踏まえ、様々な工夫を凝らしていく必要がある。

• 若年層、学生など若い人への広報が非常に重要だと思うが、若年層の平均的な理解がどう高まっているかということに
ついて、アクセス数以外の把握方法も検討してはどうか。

• 公的部門だけではなく、事業主にもある程度広報できるところは取り組んでいただく、それを公が支援していくという
ことも必要なのではないか。

• iDeCoの限度額は、ほかの制度での自らの掛け金額を正確に知っていなければ、自身の限度額は分からないという状
況になっていることから、本人限度額を普及促進することを検討してはどうか。

（年金教育）
• 公的年金についてのリテラシーが高い者ほど、NISAやiDeCoの利用率が高まる傾向が見られることから、公的年金に

ついての正確な理解は、資産形成を行うための大事な土台ではないか。
• 学生時代に公的年金、保険制度を正しく理解することはもちろん、さらに企業年金等の知識を得る機会を積極的につく

る必要がある。資産形成には長い期間が必要なため、なるべく早い段階で正しい知識を持つことが重要。
• 小さいときから公的年金や老後に対する基礎的な知識を入れることも必要で、高等教育、高校、大学においては教えら

れるだけではなく、自分で考えさせる場をつくることも非常に大事で効果的なのではないか。
• 年金の議論が、損得論というのか、損はしないのですよというニュアンスになりがちであることから、経済的な意味での

損得論ではない観点での年金教育のあり方も検討すべきではないか。



年金部会、企業年金・個人年金部会 合同会議における年金広報・年金教育に関する主なご意見②
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（公的年金シミュレーター）
• 公的年金シミュレーターについて、民間企業のアイデアを活用することで、サービスの利用が広まり、国民の金融リテ

ラシーも向上していくものと考えられることから、民間サービスとの連携を進めていくことが重要ではないか。
• 適用拡大の対象企業に公的年金シミュレーターを使ってもらうことによって年収の壁問題は解決するのではないか。
• 公的年金シミュレーターは、公的年金について自分ごととして捉えて、自分の老後についてどれぐらいの経済的な備

えになるのかがわかり、安心を感じてもらえるのではないか。

（公的／私的を合わせた制度周知・個人の年金状況の見える化）
• 日本にも欧州のような年金ダッシュボードを取り入れ、個人が公的と私的どちらの年金の状況も横断的に把握できる

ようにすべきであるが、コスト面の問題、個人情報の漏えいに対してどのようなセキュリティ体制を構築するのかなど
の検討が必要ではないか。

（被用者保険適用拡大広報）
• 社会保険の適用拡大に関して、 いまだ現場労使の制度の誤解により、就業調整を行っている現状がある。そのような

方への正しい制度理解のための広報については、例えばフローチャートなどにより、当該事業主や労働組合が労働者
に対して社会保険の適用になるかどうか分かりやすく説明できるような資料の作成などを検討してはどうか。

（誤った情報への対応）
• 年金は、自分が年を取ったらもらえないといったフェイクニュースの発信が非常に深刻な問題になりつつあり、誤った

情報について、どう訂正していくか、言論の自由等も絡んで難しい問題ではあるが、検討が必要。



本日ご助言いただきたい点

令和６年度の年金広報の方針に関し、以下の点についてご議論・ご助言いただきたい。

被用者保険の適用拡大

生涯を通じた年金教育

• 新たな広報コンテンツをリリースするところ、令和６年１０月の被用者保険の適用拡大に向けて、事業主・被保険者に対して、それ

ぞれどのような広報の取組が望まれるか。

年金の見える化（公的年金）

• 公的年金シミュレーターの認知度・アクセス数を更に向上させるため、どのような広報を行うことができるか。

• 公的年金シミュレーターの保守運用契約を更新する令和８年度に向けて、どのような試算機能等の追加を行うべきか。

中期的視点に立った広報のあり方について

• 令和５年の「生活設計と年金に関する世論調査」の結果（老齢年金が終身年金であることや障害年金・遺族年金の認知率が低いこ

と等）や、次期年金制度改正に向けた、社会保障審議会年金部会・企業年金個人年金部会における広報に関する議論の状況等を

踏まえ、５年程度の中期的視点から、どのような周知・広報の検討を進めるべきか。
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• 中高生向けの新たな年金教育教材をリリースするところ、中学・高校での利活用を推進するためにどのような周知・広報を実施

するのが望ましいか。
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